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研究要旨 

本研究では行動障害のある利用者を担当する福祉職員を対象として、機能分析に基づく

スタッフトレーニングプログラムを連続 5 回と事例発表会 1 回の計 6 回を鳥取県（平成

13-16 年）と東京都（平成 14-16 年）で実施し、その効果を検討した。延べ受講者 131 名

の参加者と担当している行動障害のある対象者の事前事後の変化について分析した。参加

者については、行動変容法に対する知識は有意に上昇し、GHQ による健康度は改善を示

した。行動障害を有する利用者の行動改善については行動障害の指標である ABC-J、強

度行動障害判定尺度の事前事後の平均得点は統計的に有意な減少を示した。本研修プログ

ラムの有効性について論じた。 

 

A. 研究目的 

行動障害に対する有効なアプローチとし

ては、エビデンスの側面から応用行動分析

学による機能分析に基づくアプローチが多

くの研究で推奨されているが、これを用い

た我が国における効果的なスタッフトレー

ニングプログラムの開発と普及にむけた取

り組みが求められている。 

しかしながらスタッフトレーニング研究

の中でも、行動障害に関するものは多くな

い。その理由として Shore et al.（1995）は、

不適切行動を減少させるための手続きは行

動獲得のための手続きよりも複雑であり、

介入対象である不適切行動はスタッフにと

って有害な影響をもたらすため、指導を維

持していくことが困難であり、一貫した指

導が保たれなければ消去に対する抵抗を生

じやすくなってしまうことを指摘してい

る。 

我々の研究班では、研究開始時から継続

して行動障害のある利用者を担当する福祉

職員を対象として、機能分析に基づくスタ

ッフトレーニングプログラムを鳥取県と東

京都で実施してきている。本年度は鳥取県

の４年間のデータと東京都の３年間のデー

タを整理し、その効果を検討する。 
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B. 研究方法 

参加者の募集方法 

鳥取県研修：県委託の研修事業として企

画され、県内の主要な障害者支援施設、障

害児施設および医療機関に案内を送付し、

現在行動障害のある方を直接担当しており、

プログラムに 3 分の 2 以上出席できること

を条件に参加者を募集した。 

 東京都研修：東京都社会福祉協議会が主

催し、加盟団体に案内を送付し同条件で呼

びかけを行った。 

 

参加者のプロフィール 

 参加者は 20 代から 60 代の施設職員で、

行動障害のある利用者を直接担当していた。

鳥取県では延べ 69 名、東京都では延べ 62

名の合計 131 名であった。 

 

研修スタッフ 

講師：臨床心理学および応用行動分析学を

専門とし、20 年以上の臨床経験を有する大

学教員 1 名（第一著者） 

鳥取県研修 

インストラクター：強度行動障害の臨床経

験のある障害者支援施設・障害児施設・医

療機関に勤務する職員 6-5 名 

サブインストラクター：同職員 2 名 

補助スタッフ：臨床心理学を専攻する大学

院生・内地留学生計数名 

東京都研修 

インストラクター：大学院で応用行動分

析・機能分析を専門に学んだ支援者 3-4 名

グループリーダー：強度行動障害の臨床経

験のある障害者支援施設・障害児施設・医

療機関に勤務する職員 6-5 名 

 

研修方法 

参加者は、4-5 名ずつ複数のグループに分

かれ、各グループにはインストラクター1

名とグループリーダーもしくはサブインス

トラクターが 1-2 名程度ついた。講師は標

的行動の選定方法、記録方法、ストラテジ

ーシートの使用方法についてレクチャーを

行った。参加者はインストラクターの指示

のもと各グループにて、ストラテジーシー

トに基づいて介入計画を立てた。 

参加者は各研修の間で各自の職場におい

て指導プログラムを実践・記録し、次回の

研修に行動記録を提出し、サブインストラ

クターがデータをグラフ化、フィードバッ

クを行った。なお、記録の提出は FU 研修

時まで継続して行った。研修スケジュール

を Table 1 に示す。 

開催頻度は#1-5 までは鳥取県研修は２週

間に１回、東京都研修は１ヶ月に１回、#5

から#6 までは３ヶ月程度あけて行われた。 

 

測定指標および測定方法 

研修前および FU 研修時に以下の尺度測

定を実施した。 

① KBPAC-SF（Knowledge of Behav-

ioral Principle as Applied to        

Children-Short Form 志賀，1983）： 

KBPAC（O’ Dell, et.al, 1979; 

Knowledge of Behavioral Principle 

as Applied to Children）を 25 項目に

絞った簡略版、参加者の応用行動分析

に関する基礎知識の変容を測定するも

の。 

② GHQ30：Goldberg（1979）の一般健康

質問票（General Health Question-
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naire:GHQ）30 項目版 の日本語訳版中

川ら（1981）によって翻訳されたもの

を用い、参加者の精神的健康度を測定し

た。一般的疾患性、身体的症状、睡眠障

害、社会的活動障害、不安と気分変調、

希死念慮とうつ傾向の下位因子それぞ

れ 5 項目から構成されている。採点に

おいては、「よかった」「いつもとかわ

らなかった」については 0 点、「悪か

った」「非常に悪かった」については 1 

点としてその合計点数を求める。 

③ ABC-J（ABC-J (Aberrant Behavior 

Checklist-Japanese version; 小野，

2006）異常行動チェックリスト日本語

版（ABC-J）は、Aman ら（1985）が作

成した異常行動チェックリスト

（Aberrant Behavior Checklist）の改訂版

を邦訳し、標準化のプロセスを経て、日

本において使用できる異常行動チェッ

クリストとして作成されたものである

（Aman & Singh, 2006）。ABC -J は、問

題となる行動を示す項目群から構成さ

れ、各項目について、「問題なし（0 点）」

「問題行動の程度は軽い（1 点）」「問題

行動の程度は中等度（2 点）」「問題行動

の程度は著しい（3 点）」の 4 段階で評

定する。下位尺度は、興奮性（15 項目）、

無気力（16 項目）、常同行動（7 項目）、

多動（16 項目）、不適切な言語（4 項目）

の 5 下位尺度 58 項目からなる。 

④ 強度行動障害判定基準表 

厚生省（1993）が定めた強度行動障害

判定基準は、11 の行動を示す項目から

なる。項目に示される内容は、「ひどい

自傷」や「強い他傷」などであり、行動

の有無とその頻度を選択する。選択肢に

示される頻度の表現は、項目によって異

なる。例えば、「ひどい自傷」であれば、

「週に 1，2 回（1 点）」「一日に 1，2 回

（3 点）」「1 日中（5 点）」である。当該

の行動がみられない場合は 0 点となる。 

 

C. 研究結果 

各評価尺度の平均得点の変化 

鳥取県研修の４年間の研修参加者の研修

前後の各指標の平均得点の変化を Table2

に、東京都研修の 3 年間のデータを Table 3

に示した。 

鳥取県研修と東京都研修を比較すると強

度行動障害判定基準表の平均得点は鳥取

9.96 と東京都 15.95 と差があり、東京都が

より重度で強度行動障害の判定基準の 10

点を超えていた。研修前後における研修参

者の KBPAC 得点はともに 1％水準で有意

な改善を示し、GHQ の平均得点については

改善は認められたが統計的な有意差は得ら

れなかった。 

利用者の行動変容については、ABC-J の

全体平均得点、強度行動障害判定指針・判

定表の合計得点については、ともに 1％水

準で有意な得点の低下が認められた。

ABC-Jの下位尺度の改善については東京都

研修においてはすべての下位尺度で１%水

準の有意差が、鳥取県研修においては「常

同行動」（有意傾向）、「不適切な言語」（5％

水準）以外の下位尺度で 1%水準での有意差

が示された。 

 

D. 考察 

本研究では行動障害のある利用者を担当

する福祉職員を対象として、機能分析に基

づくスタッフトレーニングプログラムを実
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施し、その効果を検討した。連続５回と事

例発表会1回の計6回のプログラムの中で、

職員の行動変容法に対する知識は有意に上

昇し、GHQ による健康度は改善を示した。 

行動障害の指標である ABC-J、強度行動

障害判定尺度の事前事後の平均得点は統計

的に有意な改善を示した。 

参加者の精神健康度は、今回の研修プロ

グラムによって統計的に有意な改善は示せ

なかったものの平均得点は改善しており、

本プログラムが過度な精神的負担をもたら

していないことが推察される。 

今後、研究的には統制群の設定や、

Fidelity、社会的妥当性の測定などを行うこ

とでより客観的なデータ収集を行うこと、

本プログラムをマニュアル化し、他地域で

の専門家実施による追試などが求められ

る。 
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Table 1 研修スケジュール 
第1回 オリエンテーション

講義（強度行動障害がある者の基本理解

　　　　・基本的な情報収集と記録等の共有）

第2回 講義（強度行動障害に関する制度及び支援技術の基礎知識

昨年度研修参加者による実践報告

グループ演習（ストラテジーシートの立案）

第3回 講義（行動障害がある者の固有のコミュニケーションの理解）

グループ演習（実践のふりかえりと計画の再考）

第4回 講義（チームアプローチ・余暇支援について）

グループ演習（実践のふりかえりと計画の再考）

第5回 講義（前回までの復習）

強度行動障害のある子どもを育てる保護者による講演

グループ演習（実践のふりかえりと計画の再考）

FU 講義（まとめ）

研修参加者による実践報告

修了式  
 

Table 2 鳥取県研修の結果 

 
Table 2 東京都研修の結果 

 


